
消費税率引上げによる増収分の活用について（令和7年度決算）

　消費税率の引上げによる増収分については、全て社会保障の充実・安定化に活用することとしています。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 1,684,666 千円

【歳出】社会保障施策に要する経費 18,946,758 千円

単位：千円

引上げ分の
地方消費税

その他

社会保障 児 童 福 祉 事 業 7,057,969 6,379,998 160,374 517,597

障 害 福 祉 事 業 4,615,614 3,393,154 289,173 933,287

高 齢 者 福 祉 事 業 68,463 29,892 9,124 29,447

生 活 保 護 事 業 1,420,476 1,031,868 91,925 296,683

母 子 福 祉 事 業 481,474 198,069 67,040 216,365

そ の 他 293 50 58 185

小　　計 13,644,289 11,033,031 617,694 1,993,564

社会保険 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 1,519,530 203,626 311,277 1,004,627

介 護 保 険 事 業 1,422,630 55,510 323,392 1,043,728

国 民 健 康 保 険 事 業 544,213 412,532 31,149 100,532

小　　計 3,486,373 671,668 665,818 2,148,887

保健衛生 感染症その他の疾病予防事業 322,281 1,252 75,939 245,090

救 急 医 療 体 制 30,775 17,214 3,208 10,353

病 院 事 業 1,199,657 0 283,779 915,878

そ の 他 263,383 101,776 38,228 123,379

小　　計 1,816,096 120,242 401,154 1,294,700

18,946,758 11,824,941 1,684,666 5,437,151

※事務費や事務職員の人件費（サービス提供に直接従事しない職員分）等は除外しています。

合　　計
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